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▽農業就業人口の推移 

15-39歳 40-64歳 65-74歳 75-歳 

都市から地方への新しい『ひと』の流れをつくる ～人材の受皿の現状 ～ 

減少を続ける一次産業の担い手＜高知県＞ 

  福祉分野 

一次産業 中山間地域 

いずれも厳しい状況にあるが、見方を変えれば、 

「都市から地方に『ひと』を呼び込み、活躍する場がある」ということ 

 

【廃業を決断した主な理由】                         出典：中小企業白書（2014版） 
経営者の高齢化・健康問題４８．３％  事業の先行き不安１２．５％  主要販売先と取引終了７．８％ 
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急速に進む高齢化 
中小企業〈事業承継〉  

◆ 高齢者人口の増加率の状況 

出展：漁業センサス 

１ 
都民の 

４割が移住を検討!! 

休廃業・倒産件数の推移＜高知県＞ 

都市部の暮らしを支える中山間地域の衰退 
＜高知県における人口の推移＞ 

（単位：人） 

区分 昭和３５年 平成２２年 増減 増減率 

 中山間地域 537,327 311,790 ▲ 225,537 ▲42% 

高知県全体 854,595 764,456 ▲ 90,139 ▲11% 

過去５０年間で中山間地域
の人口は、約２２万人減少 
（▲４２％） 

☆このままでは、安全安心で豊かな食材等の提供がストップしてしまう！！ 
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出典：農林水産省「生産農業所得統計」、「耕地及び作付面積統計」、「農林業センサス」」 

中山間地域の農業等の 
衰退により、国民の食文 
化・生活に大きく影響 
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倒産件数 64 59 52 66 36 47 43 35
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雇用喪失は少なく見積 
もっても１，０７５人以上 
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出展：農林業センサス 

農業産出額 

耕地面積 

農家人口 

4,061 

2,562 
1,324 861 669 669 580 

6,219 

5,419 

4,251 

3,433 

2,498 
1,763 

1,253 

1,940 

2,246 

2,564 

2,732 

2,657 

2,473 

2,137 

0

4,000

8,000

12,000

S58 S63 H5 H10 H15 H20 H25

▽漁業就業者数の推移 
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※高知県移住促進課調べ 

H25.6～ 高知への 
移住に関心 

「高知家で暮らす。」ＨＰ 

関連サイト 

0.51％ 

具体的な行動 高知ファン 移住達成 
移住・交流ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ（６人） お試し滞在

住宅等 

43%がインターネット 
で情報を収集 

体験ツアー 
    

移住相談会 
    

 
 
 
 
 
 
 

専門相談員   
    

19市町村25人 

官民協働の取り組み『高知県移住推進協議会』 

9.6％ 

0.53％ 14.9％ 

アクティブな情報発信による人財誘致 
 ■再就職支援サービスを活用した「人財誘致」のスキーム 

 人材ビジネス 
事業者等  

マッチング 

 求人情報の紹介 

  人材紹介の委託 

※あらかじめ人材ビジネス 
事業者等に再就職支援を委託  高知県庁 

求人情報として提供  

  人財紹介 

都市から地方への新しい『ひと』の流れをつくる ～高知県の移住促進策 ～ 

地域移住 
ｻﾎﾟｰﾀｰ 

福祉人材センター 
福祉研修センターの活用 

農業担い手育成センター 
        における研修等 
         
中山間地域を支える 
   集落活動センター 
   高知ふるさと応援隊   

２ 

Ｈ２４実績 ２４７，３６５件

Ｈ２５実績 ３４２，９８０件
（対前年度比） （１３９％）

目標指標
県移住HP

「高知家で暮らす」
ｱｸｾｽ数

１，２５９人

１，８１７人
（１４４％）

相談者数

１２１組２２５人 ６４組１１１人

２７０組４６８人 ９１組１６８人
（２２３％） （１４２％）

うち県の相談窓口
を通じた移住者数

移住者数

「高知家」ＨＰ 

定住 
へ 

高知県内の人材ニーズ 
 求人ニーズの掘り起し   

 求人ニーズのとりまとめ   ●事業承継につながる中核人材 
●農山漁村の担い手 
●地域アクションプランの担い手 

 都市部企業 

 都市部人材 
  応募 

１. 

２. ３. 

４. 

５. ６. 

 再就職支援サービス 

 協定締結 



都市から地方への新しい『ひと』の流れをつくる ～ 高知県の取り組みと課題～ 

福祉分野 

一次産業（農業の例） 中山間地域 

【具体的な取り組み】 
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【見えてきた課題】 

【具体的な取り組み】 【具体的な取り組み】 

○福祉、産業、生活支援などの分野で、どのような人材が必要かについ 
 て、住民と役場で協議 

○地域おこし協力隊のスキームをフル活用 
○シェアオフィスの担い手を全国的に募集 

○移住希望者へ、量的・質的に十分な情報が届いていない 

○すぐに生活を立ち上げることが困難（特に、子育て世代など） 

○JA生産部会による生産者の減少予測から、必要な新規就農者数を算出 
○農地中間管理事業が参入ニーズの高い地域を把握 

○こうちアグリスクールの開催 
○就農相談会等の開催 
○農業系大学等へのパンフ配布、専門誌、新聞、インターネットでの広告 

○産地が求める人材ニーズについての情報が全国に届いていない 
○漠然とした就農希望を持つ人が、次の段階に進むためのきっかけが不足  

○新規就農者がすぐに生活を立ち上げることが困難 
○雇用就農希望者にとって雇用の場が少ない 

○人材ﾋﾞｼﾞﾈｽ事業者（高知県と協定）に求人情報を提供し、顧客に紹介 

○商工会・商工会議所、産業振興センター、金融機関等の相談窓口 
○経営者等に対する事業承継（M&A含む）セミナーの開催 

 
○全国に求人情報が届いていない 
○仕事を探すだけならなるべく現住所に近いところを選ぶ 
 
   

○事業承継に対する経営者へのさらなる意識の啓発 
○事業承継に関わる経営者の事情はそれぞれに異なる 

○ハローワーク、福祉人材センターでの求人情報の提供 

○ハローワーク、福祉人材センター（県社会福祉協議会）への求人情報の登録 
○福祉人材センターによる事業所訪問 

○ハローワークと福祉人材センターが連携してマッチングを図る取り組みを進 
 めているが、その取り組みが県内にとどまっている 

○ハローワークと福祉人材センターの連携した求人情報の提供は、全国で対 
 応がまちまち 

中小企業（事業承継） 
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○都市部（東京・大阪）における移住相談会・セミナー等の開催 
○移住・交流コンシェルジュによる移住相談 
○県、市町村、国の関係機関等のHP等を通じた情報発信 

共通の取り組み 



都市から地方への新しい『ひと』の流れをつくる 

中山間地域 

中小企業 
（事業承継） 

福祉分野 

一次産業 
（農業の例） 

見えてきた共通課題 個別課題 

求人情報が全国に行き届い 
ておらず、また、きめ細かな 
情報になっていないため、 
なかなかマッチングに至ら 
ない 

課題Ⅰ 

課題Ⅱ 

課題Ⅲ 

単なる就職ではなく、住居の
移転等生活環境の変化を伴う
ため、暮らし全般のサポート
策をあわせて提供することが
必要 

一次産業や中山間地域の担い
手は、就業後すぐに十分な収
入を確保することが困難 

政策の方向性 

地方の多様な人
材ニーズを届け
る一元的な仕組
みが必要 

求人情報だけでな
く「暮らし全般」
＋「人と人」に関
わる情報を提供す
る機能が必要 

当面の生活を支
える仕組みが必
要 

提  言 人材の受皿 

中山間地域に「ひと」を呼び
込む仕掛けづくり 

○中山間地域の維持・再生に向けて 
  「小さな拠点」の整備を促進 

 ○中小企業の人材確保対策 
   （特に、事業承継） 

○地域活性化の原動力となる「地域お 
  こし協力隊」制度の拡充 

○中山間地域の農業を支える複合経 
  営拠点をパッケージで支援する制度 
  を創設 

○ハローワークと福祉人材センター
の連携した求人情報の提供は、全
国で対応がまちまち 
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○主な求人のツール 
 ⇒ 商工会議所 
   銀行(M&A) 
         よろず支援拠点 

○事業承継に対する経営者へのさ 
 らなる意識の啓発 
○事業承継に関わる経営者の事情 
 はそれぞれに異なる 
 
○全国に求人情報が届いていない 
○仕事を探すだけならなるべく現 
 住所に近いところを選ぶ 
   

○ハローワークと福祉人材センター 
 が連携してマッチングを図る取り 
 組みを進めているが、その取り組 
 みが県内にとどまっている 

○新規就農者がすぐに生活を立ち上 
 げることが困難 
○雇用就農希望者にとって雇用の 
 場が少ない 

○産地が求める人材ニーズについ 
 ての情報が全国に届いていない 
○漠然とした就農希望を持つ人が、 
 次の段階に進むためのきっかけ 
 が不足  

○すぐに生活を立ち上げることが困 
 難（特に、子育て世代など） 

○移住希望者へ、量的・質的に十 
 分な情報が届いていない 

○主な求人のツール 
 ⇒ ハローワーク 
   福祉人材センター 
   福祉研修センター 

○主な求人のツール 
 ⇒ 新規就農相談ｾﾝﾀｰ 

○主な求人のツール 
 ⇒ 県（市町村） 

 受皿そのものを増やす対策  
 ○地方への企業の移転等を促す 
  優遇税制 

①地方の多様な求人ニーズや 
 生活関連情報を一元的に発信 
 

②あわせて、都市部の人材との 
 マッチングをさせる仕組みを 
 構築 
○都市から地方へ「ひと」を送り出す 
  『全国移住促進センター（仮）』 
  の設置 

全体に共通することとして… 

○中小企業の人材確保サポート策 
 （特に、事業承継） 

  
アクティブシニアの積極的な
受入れ 
○介護保険等の住所地特例 

○中山間地域の豊かな森林資源を活 
  かし、都市部と共存する仕組みの構築 

４ 

課題Ⅰ・Ⅱに対して 

課題Ⅲに対して 



地方の多様な情報を一元的に発信し、都市部人材とマッチングさせる仕組みの構築 

・外部協力スタッフ 
（社労士、中小企業診断士、コンサル
タント等） 

相談 
セミナー参加 

 地方の情報提供機関 

中小企業 

○労働力不足 
 
○後継者難 
 
○人材採用 
 
○人材育成 

 

・コーディネーター 
・相談員 

中小企業  中小企業人材確保センター（仮） 

中小企業  ハローワーク 

支援ニーズ 
の提供 

新卒者等の 
求職者情報 
提供など 

地域のしごと 
（道の駅支配人 等） 

県 

 移住促進担当 

連携 

 
生活情報 

（住居、学校・病院買
い物等の周辺情報） 

 

掘り起こし 

集約 

掘り起こし 

顕在化 

福祉分野 

中山間地域 
（地域おこし協力隊） 

 中山間地域対策担当 募集情報の集約 

福祉人材センター 
掘り起こし 

顕在化 

農業 新規就農相談センター 
掘り起こし 

顕在化 

水産業 漁協（漁業就業アドバイザー） 
掘り起こし 

顕在化 

林業 林業労働力確保センター 
掘り起こし 

顕在化 

 全国移住促進センター（仮） 

・職業紹介資格を有するコー 
 ディネーターを配置 
 

・情報を一元的に発信するシ 
 ステムの構築 

○都市部の住民ニーズの掘り起 
  こし機能 

集約 

集約 

集約 

集約 

集約 

集約 

役割 

紹介 

具体的な移住先は
決めかねている 

ｱｸｾｽ 
相談 

あっせん 

求人情報の発信は、これまで各分野が個別に行ってきたが、全国のあらゆる求人情報・生活情報を一元的に情報発信し、さらには都市部の人材と
マッチングさせる仕組みを構築することで、都市から地方への大きな流れをつくる 

一括で 
情報発信 

都市部人材 

①「○○がしたい」
⇒希望職種が明確 

②「○○で暮らし
たい」 

⇒目的地が明確 

③田舎暮らしへの
「あこがれ」 

５ 

新卒者から中核人材、
後継者の確保までを総
合的にハンズオン支援 

 商工労働担当 

①～③の 
いずれも 

対応が可能 

○ 都市部人材と地方との 
 マッチング機能 
 

 ・ 地方の人材ニーズを集約し、 
  全国へ一元的に紹介 
 ・ きめ細かにあっせんし、マッチ 
  ングする機能 

○ 移住関係情報の一元的な 
 発信 

 ・ 住居や学校、病院等暮らし 
  に関する情報を一元的に発 
  信する機能 

・地方に全く関心のない層、漠然と地方 
 暮らしを考えている層、仕事や目的地 
 が明確になっていない層など、それぞ 
 れのターゲットに応じたイベントやセミナ 
 ー等の開催 
 

○希望職種が明確でない人も、 
 地方の多様な職業の中から選 
 択が可能になる 
 

○生活関連情報の提供もあわせ 
 て提供することにより地方で 
 の暮らしがリアルにイメージ 
 できる  

 

 
 

  
 

  
 



        隊員１人につき４００万円上限 
  ・報酬等 （上限２００万円）   ・活動費 （上限２００万円） 

 
 

「志」を持って地域活性化に取り組む「地域おこし協力隊」は、高知県では任期後も７６％が経験や成果を生かし、県 
内に定着。「地域おこし協力隊」の普及・拡大と、定着率を高めるためには、地域の特性に合わせた柔軟な対応が必要。 

事業のスキーム 

課  題 

地方自治体 
（実施主体） 国 

財政支援 （特別交付税措置）                          
委嘱 

地域おこし協力隊 

都市地域 過疎地域等 住民票の移動 

 【地域協力活動の実施】 
 ・地域おこし活動の支援 
 ・農林水産業の応援 
 ・住民の生活支援 

概ね１年以上最長３年 

 
隊員の 

定着率の向上 
  

隊員の 
普及拡大 

〇移住を希望している者への情報の不足 

具体的な提言内容 

◇ 任用期間及び特別交付税措置の期間の延長 
    【任期後の定住に向けた職探しや将来設計の期間の確保】 
 
◇ 特別交付税措置額の拡充 
     【子育て世代など、幅広い人材の確保】 
       ①報酬の増額      ②扶養家族加算、赴任旅費 
       ③起業にかかる枠の新設 
 

募
集
・
人
材
確
保 

移
住
・
定
住 

〇定住に向けての準備期間の不足 

◇ 各地域での募集説明会、交流会の開催 
 

◇ 地域要件判定のための検索システムの構築 

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移し、地域に居住し「地域協力活動」に従事。 

 
〇 幅広い層の人材確保が難しい 
 

〇 移住・定住に向けての経済的な負担 

地域活性化の原動力となる『地域おこし協力隊』制度の拡充 

６ 
 



小さな拠点（集落活動センター）のイメージ 
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集落活動センターの概要 
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仕組みづくりのサポート役 
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 （旧小学校、集会所など） 
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中心（基幹）地域 

活動のイメージ 

中山間地域の維持・再生に向けて『小さな拠点』の整備の促進 

７ 
 

シェア（貸し） 
オフィス 

集落コンビニ 

校庭 

へリポート 

体験交流 

加工品づくり 

玄
 
関 

事務室 
（高知ふるさと応援隊） 

農家レストラン・居酒屋 

あったかふれあいセンター 
宿泊施設 

 
 
 

官民協働による運体制 
 

活動支援の輪 
民生・児童委

員 

自治会 企業など 

市町村社協 
ボランティア 

あったかふれあいセンター 
（小規模多機能支援拠点） 

移動手段の確保・配食・泊まり 

① 集いの場＋α 
（預かる・働く・送る・交わる・学ぶ・

等） 

 

基本機能 

高齢者 

子ども その他 

障害者 

② 訪問・相談・ 
つなぎ 

③ 生活支援 

拡充機能 



◆中山間地域の農業・農村社会を支え、攻めの農業を展開していくために、 
 「地域の雇用」や「女性が活躍できる場」、「都市住民との出会いの場」 
 の創出につながる、高収益の次世代型施設園芸や６次産業などを複合経営 
 する拠点づくりをパッケージで支援する制度を創設すること 

中山間農業複合経営拠点のイメージ 

複合経営拠点を支える協議会 
 

（行政や農業団体等の関係機関で構成） 

 
 ◆中山間地域の農業を支える複合経営拠点を整備することにより、中山間地域の農業の競争力が高められる。 
   ・複合経営のエリアは、旧市町村単位を想定。スケールメリットを活かした運営となり、経営の効率化・安定 
   化が図られる。 
 

次世代型施設園芸 ●環境制御技術を導入した 
     次世代型施設園芸ハウス 

集落営農
組織 

集落営農
組織 

複合経営拠点の概要 

中山間に適した農産物生産 

複合経営拠点 
経営体はＪＡ出資
型法人など 

農産物加工所 

農産物直販所 

『農村女性が活躍できる場』 
『都市住民との出会いの場』 

農家レストラン 

炭酸ガス施用装置 

生産者 

環境制御装置 

生産者 

生産者 

庭先集荷 

集落営農 

複合経営拠点の効果 

◆高収益の次世代型施設園芸 ⇒ 収益の向上、『雇用創出』 
◆加工所、直販所等      ⇒『農村女性が活躍できる場』『都市住民との出会い場』の創出 
◆庭 先 集 荷               ⇒ 高齢農家の生きがいづくりや見守りといった『農業福祉』の役割 

政策提言 

◆中山間地域の農業を支える 

  複合経営拠点をパッケージで 

  支援する制度を創設 

中山間地域の農業を支える『複合経営拠点』 

８ 



林業の新しい可能性 ～都市の“森”が山の森をつくる～ 

ＣＬＴ（Cross Ｌａｍｉｎａｔｅｄ Ｔｉｍｂｅｒ）とは？ 

１ ラミナ（板材）を直交して接着したパネル 

２ ヨーロッパでは急速に普及 

３ 我が国でも新たな木材需要の創出に期待 

高知県では・・ 
◆全国に先駆けて推進 
◆実用化に向けて加速化 

ＢＭＷグループ所有 ２００９年１１月完成(５Ｆ) 
オーストリア チロル地方 

イタリアトリノオリンピック宿泊施設 

Wagramamer Straβe 共同住宅 
オーストリア ウィーン 

９ 
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